
経営成績の分析

性（サステナビリティ）と強靭性（レジリエンス）を重ね持っ

た企業体となるために事業構造および経営体制の強化を

進め、積極的な研究開発および投資を実行し、事業を推し

進めてきました。その中でもコア事業と位置づけるデジタ

ルソリューション事業とライフサイエンス事業では中長期

的な成長に向け注力しました。半導体材料事業を中心とす

るデジタルソリューション事業では、アジア市場における電

子材料事業活動の強化、顧客満足度の向上、サービス提供

の迅速化を目的に、中国に現地法人を設立しました。韓国

では当社電子材料事業の販売代理店の完全子会社化を完

了しました。また、製品開発では、第５世代（５Ｇ）・第６世代（６

Ｇ）移動通信システムや自動運転の本格化などを背景に実

装材料を新たに開発・上市しました。事業の選択と集中を

より明確化し、EUVフォトレジストやメタルオキサイドレジ

スト等への積極投資とともに、コスト構造の見直しや効率

化を推進し強靭な事業基盤を構築していきます。ライフサ

イエンス事業ではグループ企業のKBI Biopharma, Inc.

（KBI）による欧米でのCDMO事業（バイオ医薬品の開発・

製造受託事業）の新工場の立ち上げおよび収益性強化に

向けた取り組みを進めました。また、Crown Bioscience 

International（Crown Bioscience）による臨床生体試料

の提供および解析において、業界をリードしている

Indivumed Services GmbH & Co. KGのIndivuServ事

業部門の買収、日本国内における前臨床向けサービスの

さらなる拡大にむけた株式会社Crown Bioscience & 

　当連結会計年度（2022年４月１日から2023年３月31

日）は、新型コロナウイルスを起因とする経済活動制限が

多くの国で緩和される一方、ロシアのウクライナ侵攻によ

る資源価格の高騰、部品・原材料不足の深刻化、米国を中

心としたインフレによる需要抑制など、世界経済の先行き

不透明感が強まりました。また為替は前年比で円安となり

ました。当社グループの主要な需要業界の動向としては、

半導体市場は、第５世代移動通信システム（５Ｇ）関連や

PC、データセンター向けの需要の拡大により、中長期的

にはメモリー、ロジック半導体ともに需要が拡大する一方、

足元におきましては過剰在庫やメモリー市況の価格下落

などの要因により成長が鈍化しております。フラットパネ

ルディスプレイ市場はテレワークの推進などによる巣ごも

り需要等からの反動によりパネル市況の低迷が続いてい

ましたが、在庫水準適正化に伴い第２四半期連結会計期間

を底に緩やかに回復の傾向が見られます。バイオ医薬品

市場は引き続き高い成長となりました。世界の自動車生

産台数は、半導体不足や中国ロックダウンなどによる自動

車メーカーの減産の影響により、需要が軟調に推移したも

のの、第４四半期連結会計期間から緩やかな回復基調に

あります。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、

2025年３月期連結会計年度に向けた経営方針に沿い持続

MBLの設立など、将来の事業拡大に向けた施策を確実に

実行しました。

　以上の結果、当期の業績は、売上収益4,088億80百万

円（前期比19.9％増）となり、前期比では増収となりまし

た。コア営業利益は、340億25百万円（前期比21.4％減）

となり、前期比では減益となりました。営業利益は、293

億70百万円（前期比32.9％減）となりました。また、親会

社の所有者に帰属する当期利益は、157億84百万円（前

期比57.7％減）となりました。

　当社グループは、「デジタルソリューション事業」、「ライ

フサイエンス事業」、「合成樹脂事業」の３事業を報告セグ

メントとしています。報告セグメントの位置づけは下図の

通りです。

経営成績

報告セグメントの位置づけ
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ディスプレイ材料事業

エッジコンピューティング事業

その他事業

全般の概況

部門別の概況と分析
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　当連結会計年度末の総資産は、前期比934億12百万

円減少し、7,159億59百万円となりました。これは、主に

エラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保有に分類され

る処分グループにかかる資産の減少によるものです。

　負債は、主にエラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保

有に分類される処分グループにかかる負債の減少により

前期比596億7百万円減少し、3,350億24百万円となり

ました。

　資本は、主に自己株式の取得および消却並びに配当金

の支払等により前期比338億４百万円減少し、3,809億

35百万円となりました。

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資

金」という。）は、前期比270億73百万円増加し、726億

40百万円となりました。

　営業活動による資金収支は、292億70百万円の収入

（前期は182億71百万円の収入）となりました。主な内訳

は、税引前利益298億46百万円です。

　投資活動による資金収支は、40億46百万円の支出（前

期は631億17百万円の支出）となりました。主な内訳は、

有形固定資産等の取得による支出312億２百万円、連結

の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出231億

　エッジコンピューティング事業はスマートフォン市場の

低迷等に起因したNIR（近赤外線）カットフィルターの販売

減により減収減益でした。

　以上の結果、当期のデジタルソリューション事業部門の

売上収益は1,704億39百万円（前期比3.3％増）、コア営

業利益277億90百万円（同28.7％減）となりました。

ライフサイエンス事業部門

　ライフサイエンス事業は、主にCDMO事業、CRO事業

（医薬品の開発受託事業）の販売拡大、診断薬事業の好調

および為替が円安に推移したことにより売上収益は前期

を上回りました。コア営業利益は、CDMO事業を行う当

社グループのKBI Biopharma, Inc.での新工場の立ち上

げに伴う費用の増加等はあるものの、株式会社医学生物

学研究所（MBL）での新型コロナウイルス抗原検査キット

の販売が好調に推移し、前期を上回りました。

　以上の結果、当期のライフサイエンス事業部門の売上

収益は1,264億78百万円（前期比74.6％増）、コア営業

利益84億50百万円（同166.7％増）となりました。

合成樹脂事業部門

　合成樹脂事業は、自動車業界、家電や電子機器等の市

場が軟調に推移したことにより販売数量は前期を下回りま

したが、販売単価の上昇により売上収益は前期を上回りま

した。コア営業利益は販売数量の減少により前期を下回り

デジタルソリューション事業部門

　デジタルソリューション事業部門は前期比で増収減益と

なりました。

　半導体材料事業は、円安影響に加え、主要顧客の先端

デバイスが立ち上がるなど、最先端フォトレジストを中心

に販売が堅調でした。加えて、プロセス材料等においても

主要顧客向け製品が順調に立ち上がりました。アジア市場

における電子材料事業活動の強化、顧客満足度の向上、

サービス提供の迅速化を目的に、台湾、中国に現地法人を

設立しました。韓国では当社電子材料事業の販売代理店

を完全子会社化しました。製品開発では、第５世代（５Ｇ）・

第６世代（６Ｇ）移動通信システムや自動運転の本格化など

を背景に実装材料を新たに開発・上市しました。一方、メ

モリー、ロジック半導体向け材料ともに第３四半期連結会

計期間から足元にかけ、過剰在庫やメモリー市況の価格下

落などの要因により成長が鈍化しています。洗浄剤につき

ましても、需要減に起因した米国工場の販売減少により大

幅な事業規模の縮小を行いました。以上の結果、売上収益

は前期を上回り、コア営業利益は前期を下回りました。

　ディスプレイ材料事業は、引き続き成長が期待される中

国市場において、注力している大型TV用液晶パネル向け

の配向膜と絶縁膜などの競争力のある製品を中心に拡販

を進めましたが、パネルメーカーの大幅な在庫調整により

販売が減少しました。以上の結果、売上収益とコア営業利

益は前期を下回りました。

ました。

　以上の結果、当期の合成樹脂事業部門の売上収益は

958億２百万円（前期比5.7％増）、コア営業利益18億53

百万円（同65.2％減）となりました。

　2024年３月期連結会計年度も、ウクライナ情勢の緊迫

化などの地政学的変動、米中間のデカップリング（分断）、

グローバル各国での物価上昇の広がりによる需要抑制、

各国の金利政策を受けた為替影響など不透明な状況が続

くことが見込まれています。

　そのような情勢の中、当社の対面市場である半導体市

場につきましては足元において一時的な稼働調整が発生

しているものの、デジタルインフラの需要に支えられ、社

会に不可欠なエッセンシャル事業として長期的には成長す

ることが見込まれています。また、ライフサイエンス分野

も中長期的な観点で堅調な需要見通しに変わりはありま

せん。合成樹脂事業の主要対面市場である世界の自動車

生産台数は回復基調が続くと想定しています。

　このような事業環境の中、当社は、レジリエンスとサス

テナビリティを重ね持った企業体となるためにさらなる事

業構造および経営体制の強化へ向け、成長事業である半

導体材料事業、ライフサイエンス事業について積極的な

研究開発および事業投資を今後も実行していきます。

16百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却に

よる収入511億60百万円です。

　財務活動による資金収支は、152億３百万円の支出（前

期は229億94百万円の収入）となりました。主な内訳は、

自己株式の取得による支出301億37百万円、配当金の支

払額147億91百万円、長期借入金の借入れによる収入

267億68百万円です。

　なお、当社グループでは、年間事業計画に基づく資金

計画を作成し、直接調達と間接調達そして短期と長期の

適切なバランスなどを考慮し、流動性リスクを管理してい

ます。

　当社グループの資金需要は、製造販売にかかる原材料

費、経費、販売費及び一般管理費等の運転資金、設備投

資、M&Aを含む事業投資、有利子負債の返済になります。

これら資金需要に対しては主に営業キャッシュ・フロー、金

融機関からの借入、コマーシャル・ペーパーおよび社債の

発行により対応しています。

　当社グループは年間事業計画に基づく資金計画を作成

し、事業拡大と財務体質強化に配慮しつつ、直接調達と間

接調達そして短期と長期の適切なバランスなどを考慮し、

流動性リスクを管理しています。なお、当社グループは、

当連結会計年度末現在において、1,000億円を上限とし

た社債発行登録ならびに400億円を上限としたコマー

シャル・ペーパー発行枠の設定を行っており、資金調達手

段の多様化も進めています。

　また、資金の効率的な活用を目的としてCMS（キャッ

シュ・マネジメント・システム）の導入、グループ内の資金

調達・管理の一元化を進めています。

　当社グループの連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成

しています。この連結財務諸表の作成にあたり、必要とな

る事項につきましては合理的な基準に基づき、会計上の

見積りを行っています。

　なお、当社グループの連結財務諸表で採用する重要な

会計方針、会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等（１）連結財務諸

表　連結財務諸表注記　４．重要な会計方針、５．重要な

会計上の見積り及び見積りを伴う判断」に記載しています。

　当社は、長期的視点に立って研究開発の強化に努め、新

たな事業展開などにより企業の競争力強化を図り、会社

の業績を持続的に向上させることが最も重要な課題であ

ると考えています。株主還元は、業績と中長期的な資金需

要とを勘案し、株主の皆さまへの利益還元と会社の将来

製造物責任・瑕疵担保責任の発生

　当社グループの生産した製品に起因する他者の身体・

財産が毀損、品質不良による回収・リコール等により、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

重大法令違反

　事業活動を行っている各国における事業・投資の許可

や輸出入規制、商取引、労働、知的財産権、租税、為替等

の様々な法規制を遵守できなかった場合や、これらの法規

制の強化または大幅な変更がなされた場合には、事業活

動が制限されたり、規制遵守のための費用が増大したりす

ることがあり、当社グループの業績に悪影響を与える可能

性があります。

人権問題

　従業員に対するハラスメント・差別・過酷な労働などに

よる人権問題等が発生した場合、社会的信頼が失墜し、当

社グループの事業活動に支障をきたす等の事態が起こる

可能性があります。

情報システム・情報管理

　サイバー攻撃等による不正アクセス、従業員等の悪意

あるいは重大な過失に基づく行動、停電・災害等により、

データの改ざん・破壊、個人情報の漏洩、情報システムの

障害等が発生し、当社グループの事業活動に支障をきた

の成長のための内部留保とのバランスを考慮しながら決

定していきます。当期の期末配当金は、配当の安定性に

鑑み、期末配当金１株につき35円とさせていただきまし

た。これにより、当期の年間配当金は１株当たり70円とな

りました。

　当社グループの経営成績、財政状態およびキャッシュ・

フロー等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下の

ようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年

度末（2023年3月31日）現在において当社グループが判

断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるも

のではありません。

地政学リスク

　テロ・戦争・国際間の取引制限（原料・製品・情報）によ

る製造設備の損壊、生産活動の長期停止・物流支障・原料

調達支障、従業員の生命や財産の被災により、当社グルー

プの業績に悪影響を与える可能性があります。

自然災害、事故災害

　大きな自然災害や製造設備等で事故が発生した場合に

は、生産活動の中断あるいは製造設備の損壊により、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

す等の事態が起こる可能性があります。

原材料価格・資材価格の変動

　地政学リスクやインフレ、需給バランスなどによる市況

の変動により、原材料および資材調達価格が変動し、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

知的財産権係争

　他社との間に知的財産を巡って紛争が生じたり、他社か

ら知的財産権の侵害を受けたり訴訟を受けたりする可能

性があります。

経済動向による需要業界の変動

　様々な国または地域の経済状況の影響により、当社グ

ループの需要業界であるエレクトロニクスおよび自動車

市場の需要が減少し、当社グループの業績に悪影響を与

える可能性があります。

パンデミック発生

　感染症のパンデミック発生により、経済活動の制限、オ

フィス・工場等の一時閉鎖や稼働低下等が発生した場合、

当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

技術トレンドの変化

　技術トレンドの変化に対して新製品や新事業開発が遅

れ、新製品をタイムリーに販売できないことなどにより、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

原材料の調達支障

　原材料メーカーの事故による供給中断、品質不良等に

よる供給停止、倒産による供給停止、労働争議、人権問題、

戦争・テロ等の影響で生産活動に支障をきたし、当社グ

ループの業績に悪影響を与える可能性があります。

物流支障

　災害、事故、規制強化、取引制限などによる物流支障が

発生した場合、当社グループの業績に悪影響を与える可

能性があります。

人材の流出、獲得難

　人材の流出や獲得難による生産停止や技術力の低下な

どの問題が発生した場合、当社グループの業績に悪影響

を与える可能性があります。

気候変動リスク

　気候変動リスクに関する各国・地域における脱炭素社会

に向けた政策の強化、炭素排出に関連する法令等の改正・

新規制定が想定外の急速なスピードで実施された場合、

顧客対応遅れによる販売力低下およびレピュテーションの

低下が発生し、当社グループの業績に悪影響を与える可

能性があります。

今後の見通し
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　当連結会計年度末の総資産は、前期比934億12百万

円減少し、7,159億59百万円となりました。これは、主に

エラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保有に分類され

る処分グループにかかる資産の減少によるものです。

　負債は、主にエラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保

有に分類される処分グループにかかる負債の減少により

前期比596億7百万円減少し、3,350億24百万円となり

ました。

　資本は、主に自己株式の取得および消却並びに配当金

の支払等により前期比338億４百万円減少し、3,809億

35百万円となりました。

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資

金」という。）は、前期比270億73百万円増加し、726億

40百万円となりました。

　営業活動による資金収支は、292億70百万円の収入

（前期は182億71百万円の収入）となりました。主な内訳

は、税引前利益298億46百万円です。

　投資活動による資金収支は、40億46百万円の支出（前

期は631億17百万円の支出）となりました。主な内訳は、

有形固定資産等の取得による支出312億２百万円、連結

の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出231億

　エッジコンピューティング事業はスマートフォン市場の

低迷等に起因したNIR（近赤外線）カットフィルターの販売

減により減収減益でした。

　以上の結果、当期のデジタルソリューション事業部門の

売上収益は1,704億39百万円（前期比3.3％増）、コア営

業利益277億90百万円（同28.7％減）となりました。

ライフサイエンス事業部門

　ライフサイエンス事業は、主にCDMO事業、CRO事業

（医薬品の開発受託事業）の販売拡大、診断薬事業の好調

および為替が円安に推移したことにより売上収益は前期

を上回りました。コア営業利益は、CDMO事業を行う当

社グループのKBI Biopharma, Inc.での新工場の立ち上

げに伴う費用の増加等はあるものの、株式会社医学生物

学研究所（MBL）での新型コロナウイルス抗原検査キット

の販売が好調に推移し、前期を上回りました。

　以上の結果、当期のライフサイエンス事業部門の売上

収益は1,264億78百万円（前期比74.6％増）、コア営業

利益84億50百万円（同166.7％増）となりました。

合成樹脂事業部門

　合成樹脂事業は、自動車業界、家電や電子機器等の市

場が軟調に推移したことにより販売数量は前期を下回りま

したが、販売単価の上昇により売上収益は前期を上回りま

した。コア営業利益は販売数量の減少により前期を下回り

デジタルソリューション事業部門

　デジタルソリューション事業部門は前期比で増収減益と

なりました。

　半導体材料事業は、円安影響に加え、主要顧客の先端

デバイスが立ち上がるなど、最先端フォトレジストを中心

に販売が堅調でした。加えて、プロセス材料等においても

主要顧客向け製品が順調に立ち上がりました。アジア市場

における電子材料事業活動の強化、顧客満足度の向上、

サービス提供の迅速化を目的に、台湾、中国に現地法人を

設立しました。韓国では当社電子材料事業の販売代理店

を完全子会社化しました。製品開発では、第５世代（５Ｇ）・

第６世代（６Ｇ）移動通信システムや自動運転の本格化など

を背景に実装材料を新たに開発・上市しました。一方、メ

モリー、ロジック半導体向け材料ともに第３四半期連結会

計期間から足元にかけ、過剰在庫やメモリー市況の価格下

落などの要因により成長が鈍化しています。洗浄剤につき

ましても、需要減に起因した米国工場の販売減少により大

幅な事業規模の縮小を行いました。以上の結果、売上収益

は前期を上回り、コア営業利益は前期を下回りました。

　ディスプレイ材料事業は、引き続き成長が期待される中

国市場において、注力している大型TV用液晶パネル向け

の配向膜と絶縁膜などの競争力のある製品を中心に拡販

を進めましたが、パネルメーカーの大幅な在庫調整により

販売が減少しました。以上の結果、売上収益とコア営業利

益は前期を下回りました。

ました。

　以上の結果、当期の合成樹脂事業部門の売上収益は

958億２百万円（前期比5.7％増）、コア営業利益18億53

百万円（同65.2％減）となりました。

　2024年３月期連結会計年度も、ウクライナ情勢の緊迫

化などの地政学的変動、米中間のデカップリング（分断）、

グローバル各国での物価上昇の広がりによる需要抑制、

各国の金利政策を受けた為替影響など不透明な状況が続

くことが見込まれています。

　そのような情勢の中、当社の対面市場である半導体市

場につきましては足元において一時的な稼働調整が発生

しているものの、デジタルインフラの需要に支えられ、社

会に不可欠なエッセンシャル事業として長期的には成長す

ることが見込まれています。また、ライフサイエンス分野

も中長期的な観点で堅調な需要見通しに変わりはありま

せん。合成樹脂事業の主要対面市場である世界の自動車

生産台数は回復基調が続くと想定しています。

　このような事業環境の中、当社は、レジリエンスとサス

テナビリティを重ね持った企業体となるためにさらなる事

業構造および経営体制の強化へ向け、成長事業である半

導体材料事業、ライフサイエンス事業について積極的な

研究開発および事業投資を今後も実行していきます。

16百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却に

よる収入511億60百万円です。

　財務活動による資金収支は、152億３百万円の支出（前

期は229億94百万円の収入）となりました。主な内訳は、

自己株式の取得による支出301億37百万円、配当金の支

払額147億91百万円、長期借入金の借入れによる収入

267億68百万円です。

　なお、当社グループでは、年間事業計画に基づく資金

計画を作成し、直接調達と間接調達そして短期と長期の

適切なバランスなどを考慮し、流動性リスクを管理してい

ます。

　当社グループの資金需要は、製造販売にかかる原材料

費、経費、販売費及び一般管理費等の運転資金、設備投

資、M&Aを含む事業投資、有利子負債の返済になります。

これら資金需要に対しては主に営業キャッシュ・フロー、金

融機関からの借入、コマーシャル・ペーパーおよび社債の

発行により対応しています。

　当社グループは年間事業計画に基づく資金計画を作成

し、事業拡大と財務体質強化に配慮しつつ、直接調達と間

接調達そして短期と長期の適切なバランスなどを考慮し、

流動性リスクを管理しています。なお、当社グループは、

当連結会計年度末現在において、1,000億円を上限とし

た社債発行登録ならびに400億円を上限としたコマー

シャル・ペーパー発行枠の設定を行っており、資金調達手

段の多様化も進めています。

　また、資金の効率的な活用を目的としてCMS（キャッ

シュ・マネジメント・システム）の導入、グループ内の資金

調達・管理の一元化を進めています。

　当社グループの連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成

しています。この連結財務諸表の作成にあたり、必要とな

る事項につきましては合理的な基準に基づき、会計上の

見積りを行っています。

　なお、当社グループの連結財務諸表で採用する重要な

会計方針、会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等（１）連結財務諸

表　連結財務諸表注記　４．重要な会計方針、５．重要な

会計上の見積り及び見積りを伴う判断」に記載しています。

　当社は、長期的視点に立って研究開発の強化に努め、新

たな事業展開などにより企業の競争力強化を図り、会社

の業績を持続的に向上させることが最も重要な課題であ

ると考えています。株主還元は、業績と中長期的な資金需

要とを勘案し、株主の皆さまへの利益還元と会社の将来

製造物責任・瑕疵担保責任の発生

　当社グループの生産した製品に起因する他者の身体・

財産が毀損、品質不良による回収・リコール等により、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

重大法令違反

　事業活動を行っている各国における事業・投資の許可

や輸出入規制、商取引、労働、知的財産権、租税、為替等

の様々な法規制を遵守できなかった場合や、これらの法規

制の強化または大幅な変更がなされた場合には、事業活

動が制限されたり、規制遵守のための費用が増大したりす

ることがあり、当社グループの業績に悪影響を与える可能

性があります。

人権問題

　従業員に対するハラスメント・差別・過酷な労働などに

よる人権問題等が発生した場合、社会的信頼が失墜し、当

社グループの事業活動に支障をきたす等の事態が起こる

可能性があります。

情報システム・情報管理

　サイバー攻撃等による不正アクセス、従業員等の悪意

あるいは重大な過失に基づく行動、停電・災害等により、

データの改ざん・破壊、個人情報の漏洩、情報システムの

障害等が発生し、当社グループの事業活動に支障をきた

の成長のための内部留保とのバランスを考慮しながら決

定していきます。当期の期末配当金は、配当の安定性に

鑑み、期末配当金１株につき35円とさせていただきまし

た。これにより、当期の年間配当金は１株当たり70円とな

りました。

　当社グループの経営成績、財政状態およびキャッシュ・

フロー等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下の

ようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年

度末（2023年3月31日）現在において当社グループが判

断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるも

のではありません。

地政学リスク

　テロ・戦争・国際間の取引制限（原料・製品・情報）によ

る製造設備の損壊、生産活動の長期停止・物流支障・原料

調達支障、従業員の生命や財産の被災により、当社グルー

プの業績に悪影響を与える可能性があります。

自然災害、事故災害

　大きな自然災害や製造設備等で事故が発生した場合に

は、生産活動の中断あるいは製造設備の損壊により、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

す等の事態が起こる可能性があります。

原材料価格・資材価格の変動

　地政学リスクやインフレ、需給バランスなどによる市況

の変動により、原材料および資材調達価格が変動し、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

知的財産権係争

　他社との間に知的財産を巡って紛争が生じたり、他社か

ら知的財産権の侵害を受けたり訴訟を受けたりする可能

性があります。

経済動向による需要業界の変動

　様々な国または地域の経済状況の影響により、当社グ

ループの需要業界であるエレクトロニクスおよび自動車

市場の需要が減少し、当社グループの業績に悪影響を与

える可能性があります。

パンデミック発生

　感染症のパンデミック発生により、経済活動の制限、オ

フィス・工場等の一時閉鎖や稼働低下等が発生した場合、

当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

技術トレンドの変化

　技術トレンドの変化に対して新製品や新事業開発が遅

財政の状態 れ、新製品をタイムリーに販売できないことなどにより、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

原材料の調達支障

　原材料メーカーの事故による供給中断、品質不良等に

よる供給停止、倒産による供給停止、労働争議、人権問題、

戦争・テロ等の影響で生産活動に支障をきたし、当社グ

ループの業績に悪影響を与える可能性があります。

物流支障

　災害、事故、規制強化、取引制限などによる物流支障が

発生した場合、当社グループの業績に悪影響を与える可

能性があります。

人材の流出、獲得難

　人材の流出や獲得難による生産停止や技術力の低下な

どの問題が発生した場合、当社グループの業績に悪影響

を与える可能性があります。

気候変動リスク

　気候変動リスクに関する各国・地域における脱炭素社会

に向けた政策の強化、炭素排出に関連する法令等の改正・

新規制定が想定外の急速なスピードで実施された場合、

顧客対応遅れによる販売力低下およびレピュテーションの

低下が発生し、当社グループの業績に悪影響を与える可

能性があります。

全般の概況

キャッシュ・フローの概況

資金調達および資金の流動性

重要な会計方針および見積り

利益配分に関する基本方針および当期の配当

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4185/yuho_pdf/S100QYM7/00.pdf
2023年3月期 有価証券報告書
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　当連結会計年度末の総資産は、前期比934億12百万

円減少し、7,159億59百万円となりました。これは、主に

エラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保有に分類され

る処分グループにかかる資産の減少によるものです。

　負債は、主にエラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保

有に分類される処分グループにかかる負債の減少により

前期比596億7百万円減少し、3,350億24百万円となり

ました。

　資本は、主に自己株式の取得および消却並びに配当金

の支払等により前期比338億４百万円減少し、3,809億

35百万円となりました。

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資

金」という。）は、前期比270億73百万円増加し、726億

40百万円となりました。

　営業活動による資金収支は、292億70百万円の収入

（前期は182億71百万円の収入）となりました。主な内訳

は、税引前利益298億46百万円です。

　投資活動による資金収支は、40億46百万円の支出（前

期は631億17百万円の支出）となりました。主な内訳は、

有形固定資産等の取得による支出312億２百万円、連結

の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出231億

　エッジコンピューティング事業はスマートフォン市場の

低迷等に起因したNIR（近赤外線）カットフィルターの販売

減により減収減益でした。

　以上の結果、当期のデジタルソリューション事業部門の

売上収益は1,704億39百万円（前期比3.3％増）、コア営

業利益277億90百万円（同28.7％減）となりました。

ライフサイエンス事業部門

　ライフサイエンス事業は、主にCDMO事業、CRO事業

（医薬品の開発受託事業）の販売拡大、診断薬事業の好調

および為替が円安に推移したことにより売上収益は前期

を上回りました。コア営業利益は、CDMO事業を行う当

社グループのKBI Biopharma, Inc.での新工場の立ち上

げに伴う費用の増加等はあるものの、株式会社医学生物

学研究所（MBL）での新型コロナウイルス抗原検査キット

の販売が好調に推移し、前期を上回りました。

　以上の結果、当期のライフサイエンス事業部門の売上

収益は1,264億78百万円（前期比74.6％増）、コア営業

利益84億50百万円（同166.7％増）となりました。

合成樹脂事業部門

　合成樹脂事業は、自動車業界、家電や電子機器等の市

場が軟調に推移したことにより販売数量は前期を下回りま

したが、販売単価の上昇により売上収益は前期を上回りま

した。コア営業利益は販売数量の減少により前期を下回り

デジタルソリューション事業部門

　デジタルソリューション事業部門は前期比で増収減益と

なりました。

　半導体材料事業は、円安影響に加え、主要顧客の先端

デバイスが立ち上がるなど、最先端フォトレジストを中心

に販売が堅調でした。加えて、プロセス材料等においても

主要顧客向け製品が順調に立ち上がりました。アジア市場

における電子材料事業活動の強化、顧客満足度の向上、

サービス提供の迅速化を目的に、台湾、中国に現地法人を

設立しました。韓国では当社電子材料事業の販売代理店

を完全子会社化しました。製品開発では、第５世代（５Ｇ）・

第６世代（６Ｇ）移動通信システムや自動運転の本格化など

を背景に実装材料を新たに開発・上市しました。一方、メ

モリー、ロジック半導体向け材料ともに第３四半期連結会

計期間から足元にかけ、過剰在庫やメモリー市況の価格下

落などの要因により成長が鈍化しています。洗浄剤につき

ましても、需要減に起因した米国工場の販売減少により大

幅な事業規模の縮小を行いました。以上の結果、売上収益

は前期を上回り、コア営業利益は前期を下回りました。

　ディスプレイ材料事業は、引き続き成長が期待される中

国市場において、注力している大型TV用液晶パネル向け

の配向膜と絶縁膜などの競争力のある製品を中心に拡販

を進めましたが、パネルメーカーの大幅な在庫調整により

販売が減少しました。以上の結果、売上収益とコア営業利

益は前期を下回りました。

ました。

　以上の結果、当期の合成樹脂事業部門の売上収益は

958億２百万円（前期比5.7％増）、コア営業利益18億53

百万円（同65.2％減）となりました。

　2024年３月期連結会計年度も、ウクライナ情勢の緊迫

化などの地政学的変動、米中間のデカップリング（分断）、

グローバル各国での物価上昇の広がりによる需要抑制、

各国の金利政策を受けた為替影響など不透明な状況が続

くことが見込まれています。

　そのような情勢の中、当社の対面市場である半導体市

場につきましては足元において一時的な稼働調整が発生

しているものの、デジタルインフラの需要に支えられ、社

会に不可欠なエッセンシャル事業として長期的には成長す

ることが見込まれています。また、ライフサイエンス分野

も中長期的な観点で堅調な需要見通しに変わりはありま

せん。合成樹脂事業の主要対面市場である世界の自動車

生産台数は回復基調が続くと想定しています。

　このような事業環境の中、当社は、レジリエンスとサス

テナビリティを重ね持った企業体となるためにさらなる事

業構造および経営体制の強化へ向け、成長事業である半

導体材料事業、ライフサイエンス事業について積極的な

研究開発および事業投資を今後も実行していきます。

16百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却に

よる収入511億60百万円です。

　財務活動による資金収支は、152億３百万円の支出（前

期は229億94百万円の収入）となりました。主な内訳は、

自己株式の取得による支出301億37百万円、配当金の支

払額147億91百万円、長期借入金の借入れによる収入

267億68百万円です。

　なお、当社グループでは、年間事業計画に基づく資金

計画を作成し、直接調達と間接調達そして短期と長期の

適切なバランスなどを考慮し、流動性リスクを管理してい

ます。

　当社グループの資金需要は、製造販売にかかる原材料

費、経費、販売費及び一般管理費等の運転資金、設備投

資、M&Aを含む事業投資、有利子負債の返済になります。

これら資金需要に対しては主に営業キャッシュ・フロー、金

融機関からの借入、コマーシャル・ペーパーおよび社債の

発行により対応しています。

　当社グループは年間事業計画に基づく資金計画を作成

し、事業拡大と財務体質強化に配慮しつつ、直接調達と間

接調達そして短期と長期の適切なバランスなどを考慮し、

流動性リスクを管理しています。なお、当社グループは、

当連結会計年度末現在において、1,000億円を上限とし

た社債発行登録ならびに400億円を上限としたコマー

シャル・ペーパー発行枠の設定を行っており、資金調達手

段の多様化も進めています。

　また、資金の効率的な活用を目的としてCMS（キャッ

シュ・マネジメント・システム）の導入、グループ内の資金

調達・管理の一元化を進めています。

　当社グループの連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成

しています。この連結財務諸表の作成にあたり、必要とな

る事項につきましては合理的な基準に基づき、会計上の

見積りを行っています。

　なお、当社グループの連結財務諸表で採用する重要な

会計方針、会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等（１）連結財務諸

表　連結財務諸表注記　４．重要な会計方針、５．重要な

会計上の見積り及び見積りを伴う判断」に記載しています。

　当社は、長期的視点に立って研究開発の強化に努め、新

たな事業展開などにより企業の競争力強化を図り、会社

の業績を持続的に向上させることが最も重要な課題であ

ると考えています。株主還元は、業績と中長期的な資金需

要とを勘案し、株主の皆さまへの利益還元と会社の将来

製造物責任・瑕疵担保責任の発生

　当社グループの生産した製品に起因する他者の身体・

財産が毀損、品質不良による回収・リコール等により、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。
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　当連結会計年度末の総資産は、前期比934億12百万

円減少し、7,159億59百万円となりました。これは、主に

エラストマー事業の譲渡に伴う売却目的保有に分類され
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の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出231億

　エッジコンピューティング事業はスマートフォン市場の

低迷等に起因したNIR（近赤外線）カットフィルターの販売

減により減収減益でした。

　以上の結果、当期のデジタルソリューション事業部門の

売上収益は1,704億39百万円（前期比3.3％増）、コア営

業利益277億90百万円（同28.7％減）となりました。

ライフサイエンス事業部門

　ライフサイエンス事業は、主にCDMO事業、CRO事業

（医薬品の開発受託事業）の販売拡大、診断薬事業の好調

および為替が円安に推移したことにより売上収益は前期

を上回りました。コア営業利益は、CDMO事業を行う当

社グループのKBI Biopharma, Inc.での新工場の立ち上

げに伴う費用の増加等はあるものの、株式会社医学生物

学研究所（MBL）での新型コロナウイルス抗原検査キット

の販売が好調に推移し、前期を上回りました。
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合成樹脂事業部門

　合成樹脂事業は、自動車業界、家電や電子機器等の市

場が軟調に推移したことにより販売数量は前期を下回りま

したが、販売単価の上昇により売上収益は前期を上回りま
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要とを勘案し、株主の皆さまへの利益還元と会社の将来

製造物責任・瑕疵担保責任の発生

　当社グループの生産した製品に起因する他者の身体・

財産が毀損、品質不良による回収・リコール等により、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

重大法令違反

　事業活動を行っている各国における事業・投資の許可

や輸出入規制、商取引、労働、知的財産権、租税、為替等

の様々な法規制を遵守できなかった場合や、これらの法規

制の強化または大幅な変更がなされた場合には、事業活

動が制限されたり、規制遵守のための費用が増大したりす

ることがあり、当社グループの業績に悪影響を与える可能

性があります。

人権問題

　従業員に対するハラスメント・差別・過酷な労働などに

よる人権問題等が発生した場合、社会的信頼が失墜し、当

社グループの事業活動に支障をきたす等の事態が起こる

可能性があります。

情報システム・情報管理

　サイバー攻撃等による不正アクセス、従業員等の悪意

あるいは重大な過失に基づく行動、停電・災害等により、

データの改ざん・破壊、個人情報の漏洩、情報システムの

障害等が発生し、当社グループの事業活動に支障をきた

の成長のための内部留保とのバランスを考慮しながら決

定していきます。当期の期末配当金は、配当の安定性に

鑑み、期末配当金１株につき35円とさせていただきまし

た。これにより、当期の年間配当金は１株当たり70円とな

りました。

　当社グループの経営成績、財政状態およびキャッシュ・

フロー等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下の

ようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年

度末（2023年3月31日）現在において当社グループが判

断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるも

のではありません。

地政学リスク

　テロ・戦争・国際間の取引制限（原料・製品・情報）によ

る製造設備の損壊、生産活動の長期停止・物流支障・原料

調達支障、従業員の生命や財産の被災により、当社グルー

プの業績に悪影響を与える可能性があります。

自然災害、事故災害

　大きな自然災害や製造設備等で事故が発生した場合に

は、生産活動の中断あるいは製造設備の損壊により、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

す等の事態が起こる可能性があります。

原材料価格・資材価格の変動

　地政学リスクやインフレ、需給バランスなどによる市況

の変動により、原材料および資材調達価格が変動し、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

知的財産権係争

　他社との間に知的財産を巡って紛争が生じたり、他社か

ら知的財産権の侵害を受けたり訴訟を受けたりする可能

性があります。

経済動向による需要業界の変動

　様々な国または地域の経済状況の影響により、当社グ

ループの需要業界であるエレクトロニクスおよび自動車

市場の需要が減少し、当社グループの業績に悪影響を与

える可能性があります。

パンデミック発生

　感染症のパンデミック発生により、経済活動の制限、オ

フィス・工場等の一時閉鎖や稼働低下等が発生した場合、

当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

技術トレンドの変化

　技術トレンドの変化に対して新製品や新事業開発が遅

れ、新製品をタイムリーに販売できないことなどにより、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

原材料の調達支障

　原材料メーカーの事故による供給中断、品質不良等に

よる供給停止、倒産による供給停止、労働争議、人権問題、

戦争・テロ等の影響で生産活動に支障をきたし、当社グ

ループの業績に悪影響を与える可能性があります。

物流支障

　災害、事故、規制強化、取引制限などによる物流支障が

発生した場合、当社グループの業績に悪影響を与える可

能性があります。

人材の流出、獲得難

　人材の流出や獲得難による生産停止や技術力の低下な

どの問題が発生した場合、当社グループの業績に悪影響

を与える可能性があります。

気候変動リスク

　気候変動リスクに関する各国・地域における脱炭素社会

に向けた政策の強化、炭素排出に関連する法令等の改正・

新規制定が想定外の急速なスピードで実施された場合、

顧客対応遅れによる販売力低下およびレピュテーションの

低下が発生し、当社グループの業績に悪影響を与える可

能性があります。
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